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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

この計画は、団塊の世代が75歳を迎える７年後の2025（平成37）年には高齢者が安心

できる医療・介護が生活に定着するよう、技術革新で得られるデータを最大限に活用す

ることにより、2020（平成32）年には健康管理と診療、自立支援に軸足を置いた介護な

どの新しい健康・医療・介護システムを構築し、個人の状態にあったサービスを効果的

に提供することで、健康寿命の延伸と高齢者の自立した生活の実現を目指すものです。 

2017（平成29）年10月の横手市の高齢化率は35.9％であり、７年後には40％を超える

見込みです。一部地域では、すでに高齢化率40％を超え、高齢者のみ世帯、一人暮らし

高齢者等の支援のみならず、地域社会の維持・存続という観点からも、高齢者の自助を

含めた地域共生社会の実現に向けた対策は、高齢者などへの必要な支援を地域の中で包

括的に提供し地域での自立した生活を支援するという考え方に基づき、障がい者の地域

生活への移行や、困難を抱える地域の子どもや子育て家庭に対する支援等も行うもので

あり、複合化している高齢者介護の重要な課題の一つとなっています。 

地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ

て自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立

した日常生活の支援が包括的に確保される『地域包括ケアシステム』を深化・推進する

ことを目指して、第７期横手市介護保険事業計画・高齢者福祉計画を策定しました。 

 

２ 法令等の根拠 

この計画は、介護保険法第117条の規定に定める介護保険事業計画と、老人福祉法第

20条の８の規定に定める老人福祉計画（高齢者福祉計画）を一体的に策定したものです。 
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３ 計画の位置付け 

この計画は地域において保健・医療・福祉・住まいに関するサービスを総合的に確保

することから、横手市の基本計画である「第２次横手市総合計画・前期基本計画」と「第

２次横手市地域福祉計画・横手市地域福祉活動計画」を基にして、「第２期健康よこて

21」、「第２次横手市障がい者計画・第５期横手市障がい福祉計画」などの関連計画と

の整合性を図り策定しました。 

また、横手市住生活基本計画、その他の法律の規定による計画との調和を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

この計画の期間は、2018（平成30）年度から2020（平成32）年度までの３年間としま

すが、2025（平成37）年度の目指すべき姿を念頭におき、中長期的な視野に立った施策

を盛り込んで策定しました。 

  

○第２次横手市総合計画・前期基本計画 
“みんなの力で 未来を拓く 人と地域が燦くまち よこて” （2016～2025） 

○第２次横手市地域福祉計画・横手市地域福祉活動計画 

 

○関連計画 

第２期健康よこて 21、第３期特定健康診査等実施計画 

第２次横手市障がい者計画・第５期横手市障がい福祉計画 

横手市住生活基本計画 など 

第７期 横手市介護保険事業計画・高齢者福祉計画 

○ 秋田県第７期介護保険事業支援計画・第８期老人福祉計画 

○ 第４期秋田県介護給付適正化計画 
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５ 計画の策定体制 

（１）計画の策定体制 

この計画の策定にあたっては、庁内関係課と連携できる体制を整備し、計画の検

討・立案及び推進について庁内全体で取り組むとともに、広域的調整を行う県との意

見交換を行い、連携を図りました。 

また、被保険者の代表、福祉・保健・医療分野の専門家、学識経験者で構成する「横

手市介護保険運営協議会並びに横手市地域包括支援センター運営協議会」において、

介護保険部会、地域支援部会を設け、必要な事項の協議・検討を行いました。 

 

（２）各種アンケートの実施 

より多くの市民の意見や意向を計画に反映させるため、次のような各種アンケート

を実施しました。 

○ アンケート調査等の実施 

調査名 期間 
発送 

（対象）数 
有効 
回収数 

有効 
回収率 

(１)健康と福祉に関するアンケート調査 

※日常生活圏域ニーズ調査 

（要介護認定者を除く、在宅の 

第１号被保険者） 

2016（平成28）年 

12月22日から 

2017（平成29）年 

１月６日まで 

4,000 人 2,388 人 59.7％ 

(２)健康と福祉に関するアンケート調査 

※要介護認定者を除く、第２号被保険者 
1,000 人 460 人 46.0％ 

(３)在宅介護実態調査 

※要介護認定者と在宅で介護する家族を

対象 

2017（平成29）年 

５月１日から 

11月30日まで 

- 168 世帯 - 

(４)居宅介護支援事業所アンケート 

※市内の居宅介護支援事業所に所属する 

ケアマネジャーを対象 

2017（平成29）年 

７月３日から 

７月13日まで 

150 人 150 人 100％ 
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６ 制度改正のポイント 

（１）2025（平成 37）年を見据えた計画の策定 

2015（平成27）年度以降の計画は、団塊の世代が75歳を迎える2025（平成37）年に

向け、第５期からスタートした地域包括ケア実現のための方向性を継承しつつ、在宅

医療介護連携等の施策を具体的に示し取り組むものです。 

 

第６期計画では、高齢者が地域で安心して暮らすことができる地域包括ケアシステ

ムを構築するため、①在宅医療介護連携等の取り組みを本格化、②中長期的なサービ

ス・給付・保険料の見通し、③地域の将来を見据えた、より具体的な計画である「地

域包括ケア計画」をスタートしましたが、第７期計画では、2025（平成37）年を見据

え地域包括ケアシステムを深化・推進していきます。 

 

図 2025（平成 37）年を見据えた介護保険事業計画の策定 

 

～ 第７期の計画は「地域包括ケアシステム」の深化・推進～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第６期計画  

2015～2017 

 2015 2025 

 （平成 27） （平成 37） 

 ▲ ▲ 

団塊世代が 65 歳に 団塊世代が 75 歳に 

第６期計画は、2025（平成37）年に

向けた「地域包括ケアシステム」 

の実現 

○ 第７期計画は、2025（平成37）年に向けた 

    「地域包括ケアシステム」の深化・推進 

→ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

→ 介護給付等対象サービスの充実・強化 

→ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備 

→ 生活支援体制の整備 

→ 高齢者の住まいの安定的な確保 

第７期計画  

2018 

  ～2020 
第８期計画  

2021～2023 

第９期計画  

2024～2026 

＜2025年までの見通し＞ 
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（２）計画のポイント 

① 高齢者の自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化の推進 

▶ 各市町村は保険者機能を発揮し、「住民や事業者など地域全体への自立支援・介

護予防に関する普及啓発」「介護予防の通いの場の充実」「リハビリテーション

専門職種等との連携」「口腔機能向上や低栄養防止に係る活動の推進」「地域ケ

ア会議の多職種連携による取り組みの推進」「地域包括支援センターの強化」な

ど、介護保険制度の理念に基づく自立支援・重度化防止に向けた具体的な取り組

みを地域の実情に応じ進める。 

▶ 国から提供されたデータを基に地域の実態を的確に把握し、課題を分析した上で、

介護保険事業計画において介護予防・重度化防止等の取り組み内容と目標を記載

し、様々な取り組みに対し関係者間で客観的な指標目標を設定し、これを関係者

間で共有し、共に目標達成を目指すこと。その達成状況を評価した結果を公表す

ること。実績評価に応じて交付金を出すなど、財政的インセンティブを付与する

ことで市町村の保険者機能強化を図る。 

▶ 県による市町村支援事業が創設される。 

▶ 地域包括支援センターには事業の自己評価と質の向上を図ること、市町村には地

域包括支援センターの事業の実施状況の評価を義務付け、地域包括支援センター

の強化が図られる。 

▶ 市町村が居宅サービス等の供給量を調整できるよう、事業者の指定拒否や条件付

き指定の仕組みが導入される。 

② 「我が事・丸ごと」、地域共生社会の推進 

▶ 地域共生社会の実現に向けて1、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律により社会福祉法（昭和26年法律第45号）が改正され、

地域住民と行政などが協働し公的な体制による支援とともに、地域や個人が抱え

る生活課題を解決していくことができるよう、「我が事・丸ごと」の包括的な支

援体制を整備すること、地域福祉計画の策定が努力義務となる。 

▶ 必要な支援を地域の中で包括的に提供し地域での自立した生活を支援するという

地域包括ケアシステムの考え方を障がい者の地域生活への移行や、困難を抱える

地域の子どもや子育て家庭に対する支援等にも広げることで、障がいがある子と

要介護の親が同居している世帯、育児と介護に同時に直面する世帯など、課題が

複合化していて高齢者に対する地域包括ケアシステムだけでは適切な解決策を講

                                            
1 「地域共生社会の実現に向けて」…制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと

生きがい、地域をともに創っていこうという改革工程が厚生労働省でとりまとめられました。（2017（平成 29）年２月７日） 
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じることが難しいケースにも対応が可能となる。 

▶ 障がい者が65歳以上になっても使い慣れた障がい福祉サービス事業所を利用し続

けられるなど、高齢者と障がい児者が同一事業所でサービスを受けやすくするた

め、介護保険と障がい福祉制度の双方に「共生型サービス」が新たに位置付けら

れる。 

▶ 悪質な有料老人ホームに対する事業停止命令が創設され、指導監督の仕組みが強

化されるなど、有料老人ホームの入居者保護のための施策が強化される。 

③ 2018(平成30)年度から同時スタートとなる医療計画等との整合性の確保 

▶ 2018（平成30）年度以降、市町村の第７期介護保険事業計画と県の介護保険事業

支援計画、医療計画の策定・見直しのサイクルが一致することから、病床の機能

分化や連携の推進によって効率的で質の高い医療提供体制の構築と、在宅医療・

介護の充実等を図る地域包括ケアシステムの構築が一体的に行われるよう、県計

画や医療計画との整合性を確保すること。 

④ 介護を行う家族への支援や虐待防止対策の推進 

▶ 介護保険制度の目的の一つは、高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みを設け、

家族による過度な介護負担を軽減することであることから、現在実施している家

族介護支援事業に加え、地域包括支援センターの電話等による相談体制の拡充、

地域に出向いた相談会の実施、企業や労働施策担当課との連携などの家族等に対

する相談・支援体制を、地域の実情を踏まえた上で強化すること。 

▶ 高齢者虐待防止の体制として、地域の実情を踏まえた上で、相談通報窓口の住民

への周知徹底などの広報・普及啓発、早期発見・見守り、保健医療福祉サービス

の介入支援、関係機関介入支援等を図るためのネットワークの構築、成年後見制

度の市長申立、警察署長に対する援助要請等、措置を取るために必要な居室の確

保などに関する関係行政機関等との連携や調整、発生した虐待の要因等の分析を

行いながら、虐待を行った養護者に対し相談、指導または助言等を行い、再発防

止に取り組むことができるよう整備すること。 

⑤「介護離職ゼロ」に向けた、介護をしながら仕事を続けることができるような

サービス基盤の整備 

▶ 一億総活躍社会の実現の観点から、必要な介護サービスの確保を図るとともに、

家族の柔軟な働き方の確保、働く家族等に対する相談・支援の充実を図ることで、

働く人が家族の介護のために離職せざるを得ない状況を防ぎ、希望する人が働き

続けられる社会の実現を目指すこと。  
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（３）介護保険制度改正の主な内容 

① 地域包括ケアシステムの深化・推進 

1) 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取り組みを推進 

○各市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組み

を制度化 

○国から提供されたデータを分析した上で介護保険事業計画を策定し、介護予防・

重度化防止等の取り組み内容と目標を記載 

○県による市町村への支援事業の創設と、財政的インセンティブの付与規定の整備 

○地域包括支援センターの機能強化 

○居宅サービス事業者等の指定に対する保険者の関与強化 

○認知症施策の推進 

2) 医療・介護の連携の推進等 

○「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」として

の機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設（介護医療院）を創設 

○医療・介護の連携等についての必要な情報の提供や支援を、県が市町村へ行うよ

う規定を整備 

3) 地域共生社会の実現に向けた取り組みの推進等 

○市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり、福祉分野

の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化 

○高齢者と障がい児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と

障がい福祉制度に新たに共生型サービスを位置付け 

○有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化 

② 持続可能性の確保 

1) 所得の高い層の利用者負担割合の見直し 

○介護サービスの利用者負担について、世代間・世代内の公平性を確保しつつ制度

の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合

を３割に引き上げ 

2) 介護納付金への総報酬割の導入 

○各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）を、被用者保険間で『総

報酬割』に変更 


